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4統合型地理情報システム(GIS)の整備状況

・統合型GISについて、整備中や導入検討中も含めると8割以上
の団体が取組を推進している
・統合型GISを活用する上で基礎図面となる「地番現況図」の
作成は多くの市区町村で進んでいるが、「家屋現況図」の作
成はできていないところがまだある(正確な統計情報はなし)

（出典：自治体 DX・情報化推進概要（令和５年度地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果） （総務省）

3

家屋評価・課税事務における課題
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地図（GIS）

課税データ
（基幹系）

家屋評価調書（紙）

課税データ、評価調書、地図(GIS)がそれぞれ独立して管理されている

家屋 用途 現況床 現況床面積 台帳床 台帳床面積 経過

番号 名称 面積一階 一階以外 面積一階 一階以外 年数

家屋1 21440 ○ 1 1 1-1 専用住宅 114.48 114.48 0 114.48 0 H22.2 13
鉄筋コンク
リート造

陸屋根

家屋1 21441 ○ 1 1 1-1-2 専用住宅 150 150 0 150 0 H23.8 12
鉄筋コンク
リート造

陸屋根

建築年月日
主体構造名

称
屋根種類名称家屋情報 一棟資産番号 大字 本番 枝番１

延床
面積

家屋評価・課税事務における課題

5

■家屋課税(補充)台帳と現物との未照合

・家屋課税(補充)台帳の所在地情報が不正確

・未登記家屋

・課税漏れ、滅失漏れ

・家屋評価調書（紙媒体）の保管の限界

■土地と家屋との関係性の未照合

・住宅用地認定の不整合

・地目認定の不整合

家屋評価・課税事務における課題

評価・課税ミスなどにつながることはもちろんのこと、納税者
対応などで紙媒体の評価調書を探すなど事務の負担にもつな
がっている。また、土地と家屋の整合性が図れていない。
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家屋評価調書（紙）

課税データ（基幹系）

地図（GIS）

課税データと照合した家屋現況図（家屋外形図）を作成するだ
けでなく、評価調書をGIS上にファイリングすることが有用

家屋評価・課税情報の連携

7

家屋評価・課税情報の連携
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家屋評価調書（紙媒体）をスキャニングし、データ化

家屋評価・課税情報の連携

9

基幹端末から家屋課税情報（CSV,txt形式）を出力

主な出力項目
一棟資産番号
大字、小字、地番
主体構造
建築月日
用途
床面積、、、etc

家屋評価・課税情報の連携
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家屋外形図と家屋課税情報を照合し、家屋現況図へ

家屋評価・課税情報の連携

＜照合方法 例＞

１．システムマッチング（自動附番） ＿＿

GISの機能により家屋外形図に地番現況図から地番情報を付与し、
その情報と家屋課税情報の所在地番を照合する(面積要件など)

２．机上目視調査（GIS活用） ＿＿

家屋課税情報や家屋評価調書等を利用してGIS上で照合作業を行う

３．現地全棟調査＿＿

現地で一棟毎を目視により外観調査を行う

11

航空写真、住宅地図を参考に家屋外形図を作図

家屋評価・課税情報の連携
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家屋現況図に一棟コードの他、家屋の評価情報も登録

家屋評価・課税情報の連携

家屋現況図に課税情報とスキャニングデータを保存

13

家屋現況図に課税情報とスキャニングデータを保存

家屋外形図を
クリックする

家屋評価・課税情報の連携
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家屋評価調書（紙）

課税データ（基幹系）

地図（GIS）

家屋評価・課税情報の連携

登記要約書データ
登記済通知データ

自治体システム標準化により活用が期待される登記情報との照合・連携
による課税の正確性の確保・納税者対応への効果に寄与

15

15

新築・滅失家屋についても、
随時家屋現況図へ反映

家屋現況図に評価状況を表示

家屋評価・課税情報の連携
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土地・家屋の

基礎データ・基礎図面の連携

固定資産税の個別の課題解決だけでなく、

相互連携による課題解決が可能

全庁的な活用・相互連携
課題解決・住民サービス向上を目指す

課税情報を用いた各種連携について

17

課税情報を用いた各種連携について
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【現況地目の再認定】

その他の雑種地

宅地

課税情報を用いた各種連携について

※イメージ図

19

・簡易の家屋認定要領作成

（三方あれば家屋認定可等、〇㎡以下は家屋認定不可）

・土地の地目認定・住宅特例検証などに活用（家屋床面積10倍）

家屋外形図 家屋評価調書 土地地目認定 家屋外形図 住宅特例

滅失 無 有 宅地→他 残す 除く
課税漏れ
家屋認定不可 有 無

他→宅地
- 残す

居宅なら適用
不要

一筆複数棟 有 有 - 残す
調書確認のうえ、
適用

※家屋外形図は1つ、家屋評価調書が複数棟等の1対多については、リストをご提供

家屋評価・課税情報の整理から各種連携へ

課税情報を用いた各種連携について
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建設関係

農業関係

福祉関係

防災関係
土地

償却資産家屋

課税情報を用いた各種連携について

行政サービス

21

21

【住宅用地の特例の見直し】

その他の雑種地

宅地

畑

小規模適用土地

※イメージ図

家屋情報を用いた各種連携について
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24

24

その他：防災対応

避難行動要支援者との連携により、要支援者の住居家屋の特定。
緊急時の対応、共有。
緊急輸送道路に隣接する家屋の状態分析、対策。

GISの地理情報分析の特性を活
かし、防災面での活用に期待

課税情報を用いた各種連携について

23

その他：災害対応

罹災証明発行において、罹災証明書の発行有無、整理番号、申請者住
所、氏名、浸水状況、被害状況、現地調査の有無、調査日時を把握し、
管理する。その他、応急危険度判定結果管理など。

課税情報を用いた各種連携について
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• GIS上に家屋現況図を作成し、データ化した家屋評
価調書と課税情報をセットで管理することで、課税
の正確性、納税者対応への効果等に期待できる

•地目認定や将来的な住宅特例検証へ活用できる

•担当者が異動しても不明家屋で迷わない

•災害対応、防災対応等でも活用できる

26

まとめ

25

まとめ
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土地家屋の整備

土地家屋の連携
全庁的なＧＩＳデータの活用

相互連携による
自治体事務の効率化

１

２

3

相互連携による課題の
把握・解決
整備図面の応用

個々が抱える課題の
把握・解決

基礎図面の整備 公平公正な課税の実現
住民サービスの向上

全庁的な活用・相互連携

まとめ
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